責任限定契約書
　　　　　　　　（以下「甲」という。）と株式会社　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは，乙の業務執行取締役でない取締役（以下「非業務執行取締役」という。）甲の責任について，以下のとおり責任限定契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（目　的）

本契約は，会社法第４２７条その他の法令および乙の定款の定めに従い，甲が乙の非業務執行取締役として職務を行うにつき乙に対し損害を与えた場合における，会社法第４２３条第１項に基づく甲の損害賠償責任に関して限度を定めることを目的とする。
第２条（法令および定款と本契約との関係）
本契約に定めのない事項に関しては，会社法その他の法令および乙の定款の定めるところによる。
第３条（責任限定）
甲の会社法第４２３条第１項の責任について，甲が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは，甲の責任は，金　　　　万円と会社法第４２５条第１項で定める最低責任限度額とのいずれか高い金額を限度とする。
第４条（責任限定手続）

１　甲が本契約に基づき責任限定を求める場合，甲は，乙所定の様式に従い書面によって乙に対しこれを求めるものとする。この場合，甲は，責任限定が相当であることを基礎づける文書等の資料を添付するものとする。
２　前項の求めがあった場合，甲乙誠意をもって協議を行うものとする。
３　甲に対する会社法第４２３条第１項の責任に関する損害賠償請求訴訟等が提起された場合，甲は，かかる訴訟等の手続において自ら本契約を援用して責任限定を主張するものとし，甲がかかる主張を行わなかった場合には，前条の規定に基づく責任限定を受ける権利を喪失する。
第５条（責任限定がなされない場合）

１　次の各号の一に該当する場合には，甲は，第３条の規定に基づく責任限定がなされないものとする。
（１）　甲の乙に対する訴訟上の請求において，乙が相殺の抗弁または反訴として甲に対して会社法第４２３条第１項に基づく損害賠償請求がなされる場合（ただし，かかる損害賠償請求に関して乙の取締役会が甲に対する責任限定を承認した場合，および本契約，乙の定款または法令による責任限定の確認請求を行う場合を除く。）。
（２）　裁判所の終局判決（仲裁判断等それと同様の効果を持つものを含む。）によって本契約に基づく責任限定は無効または違法であると判断された場合。
２　会社法第３５６条第１項第２号の取引（自己のためにした取引に限る。）をした甲の損害賠償責任については，第３条の規定に基づく責任限定はなされないものとする。
第６条（株主総会に対する情報の開示）
甲は，甲が任務を怠ったことにより損害を受けたことを乙が知ったときは，その後最初に招集される株主総会において乙が次の事項を開示しなければならないことを認識し，その開示に関して本契約において予め承諾し，これに異議を唱えないものとする。
（１）　会社法第４２５条第２項第１号および第２号に掲げる事項
（２）　本契約の内容および本契約を締結した理由
（３）　会社法第４２３条第１項の損害のうち，甲が賠償する責任を負わないとされた額
第７条（責任の減免後の退職慰労金等の供与）
甲は，甲が本契約によって第３条に規定する限度を超える部分について損害を賠償する責任を負わないとされた場合において，乙がその後に甲に対し会社法第４２５条第４項で定める退職慰労金その他の法務省令で定める財産上の利益を与えるときは，株主総会の承認を受けなければならない。
第８条（責任の減免後の新株予約権）
１　甲が本契約によって第３条に規定する限度を超える部分について損害を賠償する責任を負わないとされた場合において，甲が会社法第４２５条第１項第２号の新株予約権を行使し，または譲渡するときは，株主総会の承認を受けなければならない。
２　甲が本契約によって第３条に規定する限度を超える部分について損害を賠償する責任を負わないとされた場合において，甲が会社法第４２５条第１項第２号の新株予約権を表示する新株予約権証券を所持するときは，甲は，遅滞なく，当該新株予約権証券を乙に預託するものとする。この場合において，甲は，前項の譲渡についての承認を得なければ，その新株予約権証券の返還を請求することができない。
第９条（税務処理）

甲は，本契約に基づく責任限定に関する税務上の問題については自己の責任で処理するものとする。

第１０条（役員賠償責任保険）

乙は，役員賠償責任保険に関して，加入するか否か，保険契約の内容その他の事項を，適宜決定することができる。
第１１条（効　力）
１　甲が乙または乙の子会社の業務執行取締役，執行役または支配人その他の使用人に就任したときは，本契約は，将来に向かってその効力を失うものとする。
２　甲が乙の非業務執行取締役の地位を喪失した後も，甲が乙の非業務執行取締役として行った行為に関しては，本契約が適用されるものとする。
第１２条（拘束力）
１　本契約は，甲乙およびその承継人のために効力を有するものとする。
２　本契約の締結後，乙に合併，会社分割その他の組織変更があった場合でも，乙は，本契約に基づく責任限定と同等の責任限定を引き続き甲に与えるように必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
第１３条（他の規定に基づく救済）
１　本契約に基づく責任限定は，絶対唯一のものではなく，会社法その他の法令または乙の定款による他の責任限定および救済を妨げるものではない。
２　総株主の同意，会社法第４２５条第１項に基づく株主総会の特別決議，または会社法第４２６条第１項および乙の定款に基づく取締役会決議によって，第３条に規定する限度を超える部分の全額について甲の責任が免除された場合には，本契約は適用されないものとする。
第１４条（契約内容の変更）

本契約の内容は，本契約当事者の書面による合意によってのみ変更することができる。

第１５条（完全合意）

本契約は，本契約事項に関する本契約の当事者間の完全な合意を構成し，口頭または書面によるとを問わず，本契約当事者間の本契約事項に関する事前の合意，表明および了解に優先する。

第１６条（分離可能性）

本契約のいずれかの条項またはその一部が無効または執行不能と判断された場合であっても，本契約の残りの規定および一部が無効または執行不能と判断された規定の残りの部分については，継続して完全に効力を有し，本契約当事者は，当該無効もしくは執行不能の条項または部分を適法とし，執行力を維持するために必要な範囲で修正し，当該無効もしくは執行不能の条項または部分の趣旨に鑑み法律上および経済上同等の効果を確保できるように努める。

第１７条（準拠法）

本契約の準拠法は日本法とし，日本法によって解釈適用されるものとする。

第１８条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第１９条（協　議）
本契約に定められていない事項または解釈上疑義が生じた事項については，その都度，甲乙誠意をもって協議決定する。

本契約の成立を証するため本契約書を２通作成し，甲乙各記名押印の上，各１通を保有する。

平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　
　　氏　　　名　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　印
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